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薬物使用者におけるHIV：
「我々は、薬物使用者に対する、政府主

導の不適切なほど強引で敵意に満ちた
行為に替わり、科学的な見識に基づい
た政治姿勢と、より公平な社会政策を
求める。」
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Time to act: a call for comprehensive responses to HIV in 
people who use drugs
Chris Beyrer, Kasia Malinowska-Sempruch, Adeeba Kamarulzaman, Michel Kazatchkine, Michel Sidibe, Steff anie A Strathdee

The published work on HIV in people who use drugs shows that the global burden of HIV infection in this group can be 
reduced. Concerted action by governments, multilateral organisations, health systems, and individuals could lead to 
enormous benefi ts for families, communities, and societies. We review the evidence and identify synergies between 
biomedical science, public health, and human rights. Cost-eff ective interventions, including needle and syringe exchange 
programmes, opioid substitution therapy, and expanded access to HIV treatment and care, are supported on public 
health and human rights grounds; however, only around 10% of people who use drugs worldwide are being reached, and 
far too many are imprisoned for minor off ences or detained without trial. To change this situation will take commitment, 
advocacy, and political courage to advance the action agenda. Failure to do so will exacerbate the spread of HIV infection, 
undermine treatment programmes, and continue to expand prison populations with patients in need of care.

Introduction
The war on drugs has failed. Policies of detention, forced 
treatment, and incarceration of people who use drugs 
have been unsuccessful. The global response to HIV/AIDS, 
however, in terms of research, scale-up of prevention, 
human rights of those aff ected, and access to antiretroviral 
treatment, is showing some remarkable success. But the 
response to the substantial component of the pandemic 
driven by substance use is one of the most frustrating 
aspects of the global HIV/AIDS crisis. Evidence has not 
played enough of a defi ning part in public health policy, 
and too many governments, criminal justice systems, and 
medical establishments discriminate against patients with 
drug dependency, restrict their rights, and use outmoded 
and discredited forms of treatment while limiting use 
of—or banning outright—evidence-based approaches.

The USA, the largest funder of HIV/AIDS treatment 
and research worldwide, maintained a ban on federal 
funding for needle and syringe programmes (NSPs) 
until 2009. Yet, there are few interventions for 
prevention of HIV infection that are simpler and less 
costly than are NSPs.1,2 The eff ort to expand evidence-
based treatment, specifi cally opioid substitution therapy 
(OST), to those addicted to heroin and other opioids, 
has fl oundered where it was, and is, needed most: in 
Russia, parts of central Asia, and the Commonwealth of 
Independent States.3,4

The reports in this Series draw from multidisciplinary 
published works promoting actions that individuals, 
communities, health-care systems, governments, and 
multilateral organisations can take to substantially 
reduce the global burden of HIV infection in people 

• Expansion of country-specifi c research and surveillance 
strategies is needed to give governments better and more 
strategic information about their drug-related epidemics.

• HIV epidemics in people who use drugs can be largely 
controlled and their harms mitigated with currently 
available strategies. What is needed is massive scale-up of 
combination prevention, treatment, and care. In opioid-
driven epidemics, this approach includes an essential 
minimum package of safe injection programmes, opioid 
substitution therapy, and antiretroviral treatment.

• Universal access to evidence-based treatment for drug use 
is a fundamental right to health and an urgent public 
health priority.

• Eff ective and comprehensive national harm-reduction 
policies, programmes, and services are essential to countries 
meeting their legal obligation to realise the right to health. 
High-income countries need to provide more than essential 
services. Pilot programmes are no longer suffi  cient.

• The dangers of inaction in meeting the needs of people who 
use drugs include continuing spread of HIV infection in new 
populations and regions, increased complexity of HIV-1 
epidemics at molecular levels, decreased access to opioids 
for pain management and palliative care, and the human, 
family, health, and social costs of mass incarceration 
and detention.

• Expanded action and advocacy by health professionals on 
behalf of people who use drugs are urgently needed in both 
health-care and criminal justice sectors. Health professionals 
should not be complicit in programmes and policies that 
have no evidence base or that violate human rights. The 
voice of people who use drugs themselves needs to be heard 
at all levels, from service delivery to policy decision making.

• Reform of justice systems is part of harm reduction: we call 
for decriminalisation of drug users, due legal processes, and 
access to health services for people who use drugs in all 
forms of prison and detention.

Key messages
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はじめに
 麻薬戦争は失敗に終わった。薬物使用者を拘禁、強制
治療、収監する政策は成果を上げていない。しかし研
究、予防強化、感染者の人権、抗レトロウイルス療法への
アクセスに関しては、世界的なHIV/AIDS対策はいくつ
かの目覚ましい成果を収めている。とはいえ、世界的な
HIV/AIDS危機において、世界的流行の大きな要因とな
っている薬物使用への対応は最も結果の出ていない側
面の一つである。公衆衛生政策においては科学的エビ
デンスが十分に決定的役割を果たしておらず、あまりに
も多くの政府、刑事司法制度、医療機関が薬物依存症患
者を差別し、彼らの権利を制限し、科学的エビデンスに
基づくアプローチを規制または全面的に禁止する一方

要点

・	 各国政府に薬物関連の国内流行に関する正確かつ詳細な
戦略的情報を提供するため、国別の研究およびサーベイラ
ンス戦略の拡大が必要とされている。

・	 現在利用できる戦略によって、薬物使用者におけるHIVの
流行を大きく抑制し、その他の被害を軽減することができ
る。必要とされているのは、複合予防、治療、ケアの大規模
な拡大である。オピオイドによる流行の場合、必要最小限
のパッケージとして安全な注射プログラム、オピオイド代
替療法、および抗レトロウイルス薬療法が含まれる。

・	 科学的エビデンスに基づく薬物依存治療への普遍的アク
セスは基本的人権に含まれる健康権であり、公衆衛生上の
緊急の優先事項である。

・	 効果的かつ包括的なハームリダクション政策、プログラム、
サービスは、各国が健康権の実現という国際法上の義務を
果たす上で不可欠である。高所得国は基本サービス以上
のサービスを提供する必要がある。試験的プログラムの実
施では既に不十分である。
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本稿は、薬物使用者のHIV感染
に関する7回シリーズの第7回
である。
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薬物使用者のHIV感染に関して発表されている研究によれば、この人口集団のHIV感染に伴う世界的な負担は軽減
可能である。政府、国際機関、保健制度、および個人が協調して行動すれば、家族、地域、社会を大きく利することがで
きる。本報告書では、科学的エビデンスを精査し、生物医学、公衆衛生、人権擁護の分野間の相乗効果を見極めてい
く。注射器交換プログラムやオピオイド代替療法などの費用効果の高い介入およびHIVの治療とケアに対するアクセ
スの拡大は、公衆衛生的と人権両方の観点から支持されている。しかしながら、世界の薬物使用者の約10％にしか
この支援は及んでおらず、あまりにも多くの人々が軽犯罪で収監され、あるいは裁判を受けずに拘禁されている。この
ような現状を変えるためには、行動指針の推進に向けて責任をもって、政策提言をし、政策を進める政治的な勇気が
必要である。こうした行動を怠れば、HIV感染は更に拡大し、治療プログラムは弱体化し、ケアを必要とする患者の収
監人数は増加し続けることになる。

Chris Beyrer, Kasia Malinowska-Sempruch, Adeeba Kamarulzaman, Michel Kazatchkine, Michel Sidibe, Steffanie A Strathdee

薬物使用者におけるHIV　第7回
行動の時：薬物使用者におけるHIV感染への包括的対策の必要性

・	 薬物使用者のニーズを満たすための行動を怠れば、新た
な集団や地域へのHIV感染の継続的な拡大、HIV-1の流行
における分子レベルでの複雑性の増大、疼痛管理および
緩和ケア用オピオイドへのアクセスの低下、大量収監と拘
禁が人間、家族、健康、社会にもたらす負担などの危険を招
くことになる。

・	 医療従事者が薬物使用者のための行動とアドボカシーを
強化することが、医療部門と刑事司法部門の双方で緊急に
必要とされている。医療従事者は科学的エビデンスに基づ
かない、または人権を侵害するプログラムや政策に加担す
べきではない。サービスの提供から政策に関する意思決定
に至るまで、あらゆる側面で薬物使用者自身の声に耳を傾
ける必要がある。

・	 司法制度の改革はハームリダクションの一環である。我々
は、薬物使用の非犯罪化、正当な法的手続、あらゆる形態
の刑務所と収容施設における医療サービスに対する薬物
使用者のアクセス拡大を要請する。

で、時代遅れの疑わしい治療法を使用している。
 HIV/AIDSの治療と研究に世界最大の資金を投じてい
る米国では、2009年まで注射器プログラム（NSP）に対
する連邦の資金提供を禁じていた。しかし、HIV感染へ
の予防介入として、NSPほど簡単で費用のかからない方
法はほとんど存在しない1,2。ヘロインその他のオピオイ
ド中毒者に対する科学的エビデンスに基づく治療、特に
オピオイド代替療法（OST）を拡大するための取り組み
は、ロシア、中央アジアの一部、独立国家共同体など、そ
れが最も必要とされてきた、そして今でも必要とされて
いる地域で困難に直面している3,4。
 本シリーズの報告書は、多分野にわたるこれまでの研
究成果に基づき、薬物使用者のHIV感染が世界にもたら
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パネル1：ポルトガル－人道主義と現実主義

1999年、ポルトガル政府は、薬物の個人消費を非犯罪化す
る枠組みの中で需要と供給を減少させる包括的なアプロ
ーチを含む、国内初の薬物戦略を承認した。

Joao	Castel-Branco	Goulao医師はこの政策提言を行った
専門家委員会の一員であり、現在は	薬物・薬物中毒研究所
（Institute	for	Drugs	and	Drug	Addiction：IDT）の所長、
薬物に関するポルトガルのナショナル・コーディネーター、
また2010年初めから欧州薬物・薬物中毒監視センターの
運営委員会委員長を務めている。ポルトガルの薬物使用対
策の歴史に関する彼の話を以下に紹介する。

「ポルトガルは1974年まで保守的、閉鎖的な孤立した社
会であり、世界の文化的・社会的動向とはほとんど関わりを
持ちませんでした。軍事クーデター（カーネーション革命）
の後に半大統領制の立憲共和国になったことで、民主的
な選挙が可能になり、市民が別の現実と接触できるように
なりました。

薬物の使用と乱用は、1970年代後半から社会的に顕在化
し始めました。それは自由の理念とともに、新たに独立し
た植民地（アンゴラ、モザンビーク、ギニアビサウ）から帰国
した多くの派遣部隊や市民の間に広まりました。この新た
な現実に対して無防備だった若者たちは、薬物を試してみ
ずにはいられませんでした。ヘロインも出回るようになり、
急速に中毒の蔓延と新たなHIV感染の流行を含む関連の
問題へとつながっていきました。

（右欄に続く）

す負担を大きく軽減するために、個人、地域社会、医療制
度、政府、および国際機関が取り得る行動を呼びかける
ものである3-8。心強いことに、生物医学、公衆衛生、人権
擁護の間には相乗効果が認められる。疾病の拡大を抑
えるために適切な行動は、人権を擁護する上でも適切で
ある。例えば、差別的な政策や慣行によって薬物依存症
患者を収監し､あるいは抗レトロウイルス薬療法（ART）
へのアクセスを拒否することとは対照的に、彼らに外来
OSTを提供することなど、費用効率の高い行動は倫理的
にも正当である5,8。NSP、OST、ARTの併用をはじめ、効果
の実証された介入を世界的に大きく拡大することの必要
性は、科学的エビデンスからも明らかである4。薬物使用
者のHIV感染の予防に長期的な成果を達成するためには､
複合介入の継続的な拡大が必要となるだろう4。Strathdee
らが示しているように、こうした介入は最大の効果を期
するため、各国、また感染発生地ごとの個別の状況に即
して行われる必要がある5。このアプローチは多くの国々
に、薬物使用者におけるHIV流行の特徴を把握するため
に各国固有の研究課題への取り組みの強化を求めるこ
とになるだろう（パネル1）。またHIV対策には、科学的エ
ビデンスに基づく薬物依存症治療への普遍的アクセス
を含めるべきである3。この治療は（国際人権法に規定さ
れている）健康権の基本要素であり、公衆衛生上の緊急
の優先事項である。更にJürgensら8が指摘するように、
健康権の規定上、あらゆる国はハームリダクションの効

（左欄から続く）

ポルトガルは長く違法薬物の消費レベルがヨーロッパで
最も低い諸国の一つでしたが、1980年代までに問題のあ
る薬物使用が最も蔓延している諸国の一つとなりました。
薬物と薬物中毒は、ポルトガル社会の極めて大きな社会
的、健康的、政治的問題となったのです。公共と非政府双方
のレベルで予防・治療対策が始まりましたが、事態が収ま
る気配は見えませんでした。ほとんどの中毒者が刑事司法
機関への通報を恐れて、プログラムを利用しようとしなか
ったからです。

1997年、薬物中毒はポルトガル国民の第一の問題として
位置づけられました。そこで政府は専門家グループを招集
し、問題の評価と新たな戦略の策定に当たらせました。そ
の結果、薬物と薬物中毒に関するポルトガル初の国家戦略
が立案され、1999年に承認されました。私たちの戦略は、
人道主義と現実主義の原則に基づいています。それは需
要を減少させる措置と供給を減少させる措置のバランス
のとれたアプローチとして立案され、薬物の個人消費を非
犯罪化する枠組みの中で予防、治療、ハームリダクション、
社会復帰を推進する総合対策についての具体的な提案を
伴っていました。それ以降、薬物中毒は病気として、また薬
物中毒者は犯罪者ではなく患者としてみなされるようにな
ったのです。

薬物の個人消費と消費用の所持は2000年に非犯罪化さ
れ、その法律は2001年7月から施行されました。10日間
の平均消費量を超える薬物の所持は犯罪とされ、この限
度（薬物ごとに異なった限度を設定）を超えない量の所
持または消費は行政違反とみなされます。行政処分を
適用するために、特別機関（Drug	Addiction	Dissuasion	
Commissions：薬物中毒諌止委員会）が設置されました。
実際に、これらの機関は予防介入の「第二線」として機能し
ており、警察から通知される薬物使用者の個人的事情を評
価し、彼らに適切な対応（治療その他）を指示します。

この総合戦略の決定と実施の10年後には、利用できるあ
らゆるデータがプラスの傾向を示すようになりました。ポ
ルトガルは薬物使用者の「温床」や薬物旅行の目的地にな
らなかっただけでなく、一般住民調査によれば青少年（15
～19歳）の薬物使用率は2001年の10.8％から2007年の
8.6％へと低下し、ポルトガルの全HIV新規感染者に占める
薬物使用者の相対的比率は2001年の54％から2007年の
30％へと劇的に減少し、治療を受けている中毒者の数は
2002年の32000人から2008年の38500人へと着実に増加
しています。

こうした薬物の個人使用の非犯罪化と私たちの総合戦略
によって、ポルトガルは薬物問題への取り組みにおいて他
のEU諸国の中でも主導的な役割を果たしています。人道
主義と現実主義は有効です。薬物の消費、中毒、HIV感染の
減少に実質的な成果を達成するために、ポルトガルでは
大量収監の必要はありませんでした。」
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図1：地域別の推定注射薬物使用者（IDU）数および注射薬物使用者のHIV陽性率、2010年
*感染率が5％～＜10％の国は存在しない。

カナダおよび米国
IDU数2 270 500

カリブ海
IDU数186 000

  ラテンアメリカ
    IDU数2 018 000

サハラ以南のアフリカ
IDU数1 778 500

中東および北アフリカ
IDU数1 778 500

西欧
IDU数1 044 000

東欧
IDU数3 476 500

オセアニア
IDU数193 000

東南および東
アジア
IDU数3 957 500

中央アジア
IDU数247 500

南アジア
IDU数596 500

注射薬物使用者のHIV陽性率
<5%
5% to <10%*
10% to <15%
15% to <20%
>_20%

果的かつ包括的なプログラムと政策を策定し実施する
法的義務を負っている9。
 本報告書に記載された行動指針を推進するためには、
責任をもって、政策提言をし、政策を進める政治的な勇
気が必要である。行動を怠れば、HIV感染は更に拡大
し、HIV予防とARTプログラムへのアクセスは失われ、ケ
アの必要な患者の収監人数は増加し続け、結果的に人
権が侵害されることになる。

流行の規模と範囲
 国連の付託によるHIVおよび注射薬物使用に関する研
究グループ（The Reference Group to the UN on HIV 
and Injecting Drug Use）の推計によれば、2007年10の
時点で世界には約1590万人（1100万～2120万人）の
注射薬物使用者（IDU）が存在していた。図1には、世界
の地域別の推計注射薬物使用者数と注射薬物使用者の
HIV陽性率に関する2010年のデータが示されている。
注射薬物使用とこれに伴うHIVおよびC型肝炎ウイルス

（HCV）への感染は、ほとんどすべての国連加盟国で全
所得層にわたって報告されている。注射によらない薬物
使用者の推計数は、どの薬物が含まれるか、使用をどの
ように定義するか、アルコールの摂取が含まれるかによ
ってその数は異なるが、注射薬物使用者に比べてかな
り多い。Colfaxら7が報告しているように、これらの不均質
集団におけるHIVその他の性感染症への性的暴露リス

クは、注射薬物使用者と同様にかなり高くなる場合があ
る。
 とはいえ、世界保健機関（WHO）、国連合同エイズ計画

（UNAIDS）、国連薬物犯罪事務所（UNODC）が連携し
て推奨する利用可能な介入パッケージ（パネル2）によ
って、多くの国々では注射薬物使用者におけるHIV感染
の拡大が抑えられてきた。オーストラリア11、英国、ブラ
ジル、ドイツ12、香港、フランス13、米国14,15のいくつかの
都市などのさまざまな場所において、これらのサービス
に十分にアクセスできる注射薬物使用者集団のHIV陽
性率は数年、あるいは数十年にわたって低く安定してい
る。このような一貫した経験は、薬物使用者のHIV感染
の発生は公衆衛生の取り組みによってかなり容易に抑
制できることを示している。しかし、世界の多くの地域で
は2010年現在も注射薬物使用者のHIV感染が続いて
おり、実際、東欧、東・東南・中央アジア、南米南部10にお
けるHIV流行の主な要因となっている。特に5カ国（中
国、ベトナム、ロシア、ウクライナ、マレーシア）では、注射
薬物使用者の間にWolfeら3が言う「大流行」が認められ
る。これらの諸国を合わせるとHIV感染者数は推計240
万人に上り、HIVに感染している世界の全注射薬物使用
者の半数近くに達する3,10。アフガニスタンを含む中央ア
ジアでは、注射薬物使用者におけるHIV流行が拡大し続
けている16,17。ベラルーシ、グルジア、カザフスタン、キル
ギスタン、モルドバ、ロシア、ウクライナ、タジキスタン、ウ
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ズベキスタン、イラン、インドネシアでは、注射薬物使用
者が全HIV陽性者の60％余りを占めている18。この集団
に対する基本サービス・パッケージの適用は、世界平均
で、注射薬物使用者に提供される注射針が1人当たり毎
月2本未満、オピオイド療法を受けているオピオイド使
用者が8％、ARTを受けているHIV陽性の注射薬物使用
者が4％といったレベルで不十分である19。世界予防ワ
ーキンググループ（Global Prevention Working Group 
Coverage）によれば、注射薬物使用者への適用レベルは
HIV感染リスクを持つあらゆる人口集団の中で最低とな
っている20。

行動を怠ることの危険性
HIV感染の継続的な拡大
　OSTとNSPを利用できず、またはその利用が違法とさ
れ、薬物依存症患者が犯罪者として扱われる環境にお
いては、行動を怠ることの代償は大きい。第一にHIV感
染が拡大し続けることになり、第二にこの代償には薬物
使用者の性的パートナーへの暴露も加算する必要があ
る。OSTを禁止しているロシアでは女性HIV感染者の増
加が報告されているが、主に男性の注射薬物使用者か
ら女性の性的パートナーへの感染がそのかなりの部分
を占めているようである21。中国、イラン、ベトナム、キル
ギスタンなど、OSTの拡大に向けて大胆な措置を講じて
きた国もある19。しかし、治療の成功の予測因子として
は、量だけでなく質もまた重要である7。多くの国々では、
代替療法プログラムが薬物使用者収容施設のネットワ
ークと並存しており、これらの施設の多くは強制解毒施
設、時には強制労働収容所である8。薬物使用者収容施
設は、薬物使用の防止実績が低く再犯率が高い。加え
て、HIVリスクとその関連リスクを高め、人権を侵害し、効
果の実証された介入が成功する可能性を低下させる恐
れがある19,22,23。

新たな発生
   薬物使用者のHIV感染の新たな発生への対応を怠れ
ば、現在および将来的に莫大な損失が生じることにな
る。ケニア20、マラウイ、ナミビア、ボツワナ24、リビア、タン
ザニア、ザンジバル25、南アフリカ10からのエビデンスは、
注射薬物使用がアフリカの人々の間で増加しており、こ
れに伴うHIV感染が既に拡大しつつあることを示唆して
いる。この報告は、体制の整っていない医療制度に新た
な懸念をもたらしている。アフリカの医療制度とサービ
ス提供者は既に世界でも最大級の負担を抱えており、薬
物使用者に対する予防、治療、ケアの経験を持つ施設は
ほとんど存在しない。注射薬物使用の拡大がエイズによ
るアフリカの多大な負担を更に重くすることのないよう、
教育と能力強化を焦点とする迅速な行動が必要となる
だろう。注射薬物使用は、イラン、マレーシア、インドネシ
ア、中国西部で見られたように、中東と北アフリカ地域、
またその他のイスラム社会における新たなHIV流行の
発生を引き起こすことになりそうである5。

アフタニスタン、パキスタン、イランへの影響
 1990年代以降、世界のアヘン生産拠点は東南アジアか
らアフガニスタンへと移行し、現在ではアフガニスタンが
世界の違法オピオイドの90％余りを供給している26。600
万kg余りに相当するアヘンが、主にその近隣諸国である
イラン、パキスタン、中央アジアを経由して輸出されてい
る27。アフガニスタンにおけるアヘンの生産量は過去数
十年間で大きく増加し、この10年間で最も著しく拡大した

（図2）。
　ヨーロッパは依然としてアフガニスタン産アヘンの最
大の市場であるが、現在では相当量のオピオイドが中
国、中央アジア、ロシア、また最近ではサハラ以南のアフ
リカや米国に輸出されている。こうした新たな密輸ルー
トは取引経路として機能するだけでなく、薬物の消費者
を生み出してきた。アフガニスタンのアヘン取引の推定
40％はイランを経由して行われているが、この国には現
時点で推定100万人のオピオイド使用者が存在し、テヘラ
ンの薬物治療サービス利用者のHIV陽性率は15～23％
となっている29。中央アジアではこの10年間に累積HIV
感染者数が毎年平均48％増加していると報告されてお
り、その主な原因はオピオイド使用の拡大と危険な注射
行為の比率の高さである30。イスラム教徒が大半を占め
るこれらの諸国でこれほど多くの若者が感染しているこ
とは悲劇であり、効果的なハームリダクションを文化的・
宗教的に強力に支援すべく、イスラム教の原理と教えが
その可能性を十全に発揮するには依然として困難が伴
うことを示している31。

分子疫学における変化
　薬物使用者のHIV感染の拡大が予防されていない
環境下では、その結果として生じる流行に分子構造上の
いくつかの特徴が認められる。注射薬物使用者における
HIV感染の拡大の特徴は、高い組み換え率と重複感染率、
国境を越えた流行、またいくつかの環境においては薬物
使用者とそのネットワークにおける特異的なウイルス変

パネル2：注射薬物使用者（IDU）へのHIV予防、治療、ケア
に対する包括的アプローチ*

・注射器プログラム
・オピオイド代替療法
・自発的なHIVのカウンセリングと検査
・抗レトロウイルス薬療法
・性感染症の予防
・IDUとパートナーを対象としたコンドーム・プログラム
・的を絞った情報、教育、コミュニケーション
・肝炎の診断、治療（A・B・C型肝炎）、ワクチン接種（A・B

型肝炎）
・結核の予防、診断、治療

*成人男性の割礼は、異性間の性的暴露による男性のHIV感染リ
スクを低下させている。WHO/国連薬物犯罪事務所/UNAIDSの提
唱する注射薬物使用に対する包括的アプローチには含まれてい
ないが、この介入は異性間性交渉を持つ男性薬物使用者にとって
意味を持つ可能性がある。
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図2：アフガニスタンのアヘン生産量、1980年～2009年
国連薬物犯罪事務所による世界薬物報告書のデータを修正
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種に関する科学的エビデンスが存在している32,33。HIV-1
変種の遺伝的多様性の増大はヒトの免疫系にとって脅
威であり、ARTへの耐性が生じる可能性を高め、HIVワ
クチンの開発を困難にする恐れがある。注射薬物使用
者におけるHIV感染の一次および二次予防に失敗する
と、Teeら32が中国とビルマの国境地帯に関して指摘した
ように、組み換えによる遺伝的多様性の増大を招きかね
ない。注射薬物使用への暴露歴を持つタイのワクチン接
種者にプライムブーストHIVワクチンが効かないことは
明らかであり、この懸念が単なる理論を超えていること
を示唆している34。
　組み換えと重複感染による注射薬物使用者におけ
るHIV-1の遺伝的多様性の増大が、消毒されていない
注射器の再使用によって生じていることはほぼ確実で
ある。このような状況は、ビルマ、インド北東部、中国南
西部における注射薬物使用者が関係した複雑な発生
事例に最も典型的に認められる。Teeらはこれらの地域
において、「高頻度組み換え」および新たな組み換え型
CRF07_B/CとCRF08_B/Cが認められるゾーンを特定し
た。これらの組み換え型は中国のほぼ全域、インド北東
部、およびビルマ北部において、最も優勢な型となって
いる17,32。Tovanabutraら33,35によれば、タイの注射薬物
使用者に出現した変種は疫学的につながりのない性感
染ネットワークに急速に拡大し、タイのHIV流行における
遺伝的多様性の増大につながった33,35。

疼痛、手術、緩和ケア用オピオイドへのアクセスの低下
　治療可能な、必要のない疼痛への対処を怠ることは、
人間の尊厳を踏みにじる行為である。十分な疼痛緩和に
アクセスできなければ、健康権と、残虐で品位を傷つける
取扱いを受けない権利が損なわれることになる36,37。疼痛

を緩和するためのオピオイドへのアクセスが制限される
原因は、これらの薬物の乱用防止を重視する薬物規制
法規である。ヒューマン・ライツ・ウォッチは疼痛治療へ
のアクセスに関する2009年の報告書の中で、アクセスを
制限するいくつかの要因を指摘している。すなわち、医
師の知識不足、鎮痛剤の提供に関して不十分な医療制
度、中毒に対する提供者と政府の側の恐れ、オピオイド
の輸入と処方に関する時代遅れの法律と過度に厳しい
規制である38,39。オピオイド規制の枠組みにおけるこうし
た制限は、麻薬戦争のもう一つの隠された代償であると
言えるだろう。WHOのガイドラインは、疼痛緩和の実現
と継続的な薬物規制・転用防止のバランスを図るよう提
案している。世界のあまりにも多くの人々にとって、現在
のバランスは薬物規制の方向に偏り過ぎている40。2010
年3月の国連麻薬委員会第54回会合では改革の必要性
を認識し、国際薬物統制条約が疼痛緩和における麻薬
の必要性を認めていることを踏まえて、医療目的による
麻薬の適切な利用を妨げている障壁について検討する
ことを決議した40。

収監の代償
　薬物使用を犯罪として規制する司法的アプローチは、
治療や予防よりも収監と刑罰を重視する。こうしたアプ
ローチはロシア、米国、中央アジアの数カ国など、いくつ
かの環境において収監率を大きく高めることにつながっ
た。2007年のロシアの収監率は10万人当たり670人と
全成人のおよそ1％を占めており、10万人当たり702人
の米国に次いで第2位となっている41。このようなレベル
は「大量収監」と呼ばれ、収監者と各地域社会に広範な
悪影響を及ぼしてきた。
　Stucklerら41は東欧と中央アジアの26カ国からのデー
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パネル3：刑罰は治療にあらず

「私の名前はLi	Wei、中国の国民です。国内の強制治療
施設に送られる前は、数年間ヘロインに依存していまし
た。強制解毒施設に収容されたその日から、ストレスを
解消する薬はおろか、睡眠薬さえ渡されたことはありま
せん。離脱症状が身体に現れる初期の段階は、水も食べ
物もなく過ごしました。私に飲み込む力がなかったため
ですが、施設の職員は栄養を補給できるような食べ物や
薬を一切与えてはくれませんでした。私が『解毒された』
と判断するや、看守は即座に鍵のかかった工場での労
働を手配しました。

私は1日16時間働いて疲れ果てていましたが、割り当て
られた仕事をこなせないと激しく殴られ、あらゆる種類
の体罰を受けました。ある時は跪くよう命じられ、彼ら
が飽きるまで激しく胸を蹴り続けられました。またある
時は冬のさなかに丸裸になるよう言われ、冷水が流れ
出る蛇口の下に立たされました。更に悪いことに、水を
浴びている私の両脇から2人の看守が団扇で仰いでい
るのです。この種の体罰は、一度に少なくとも30分は続
きました。

このような状況の下で、私は一年間の強制解毒期間を
耐え抜きました。施設を出た時には、私の身体の健康は
長期間の厳しい労働によって滑稽なまでに衰えていまし
た。100メートル歩く度に、立ち止まって休まなければな
らかったほどです。普通であれば回復した身体は以前よ
りもはるかに健康になるはずですが、私が出所した時、
人々は薬物中毒が悪化したのではないかと尋ねました。
私はまるで末期患者のようで、薬物中毒から更生した人
間のようには見えなかったのです。

それは『労働を通しての更生』と呼ばれていますが、私は
自分が更生させられているのだと感じたことは一度もあ
りません。唯一感じていたのは刑罰を受けているという
ことで、他の誰もが同じように感じていたはずです。薬物

（右欄に続く）

（左欄から続く）

ことで、他の誰もが同じように感じていたはずです。薬物
中毒は病気なのですから、治療で対応すべきです。しか
し、私が受けたものが治療であるとすれば、二度と受け
たいとは思いません。

多くの国々では、このように扱われるのは有罪判決を
受けた犯罪者だけです。薬物中毒が脳の病気であるこ
とは世界中で医学的に認められているのに、薬物使用
者が依然としてこのように扱われるのはなぜなのでし
ょうか？

私の個人的経験から言えば、教育と雇用の機会は中毒
者の更生促進に役立つと思います。しかし、厳しい労働
の強制は更生ではありません。厳しい労働と強制労働を
用いれば、薬物使用者は常に解毒を恐れて逃れようとす
るはずです。強制解毒施設でメサドンを使用できれば、
思ってもみないほど大きな効果が得られるでしょう。

最後に私の仲間たちへの呼びかけで話を終えたいと思
います。私に賛成してくれるなら、皆さんの気持ちやニー
ズを遠慮なく話してください。皆さん自身のために、そし
てこのような『治療』を受けている地域のあらゆる仲間
の状況を改善するために。」

*	個人情報保護のため仮名を使用

タを使用することにより、収監率が1％ポイント上がると
（結核用の基幹設備、HIV陽性率、経済的・人口統計
学的変数を交絡因子として調整後）人口集団レベルの
結核罹患率が0.34％上昇すると計算した（人口寄与
危険度、95％信頼区間0.10～0.58；p＜0.01）。1991
年～2002年の結核罹患者に関しては、収監者におけ
る純増数が平均増加数のおよそ5分の3を占めてい
た。Stucklerらは、収監者数が減少すれば地域一般人口
集団における結核と多剤耐性（MDR）結核双方のリスク
が低下すると結論付けた。
　米国の収監者数もかつてなく増えており、1970年か
ら2007年にかけての推計増加率は500倍となってい
る42。この比率には極端な人種格差が認められる。2007
年の収監率は、白人では10万人当たり412人、ヒスパニ
ック系では10万人当たり742人、黒人では10万人当たり
2290人であった42。同年には25～29歳の黒人男性の9
人に1人が収監されており、この数字が続けば黒人男性
の3人に1人が収監の生涯累積リスクを持つことになる
42。この増加は多くが厳しい刑法、特にクラックコカイン

の使用に関する刑法によるものであり、米国でこれらの
法律に基づき判決を受けた人々の80％余りが黒人であ
った43。注意すべきことに、薬物使用についての米国の
データには、実際の薬物使用に関してこのような人種格
差はみられない。Khanら44は、全米家族調査（US Natio-
nal Survey of Family Growth）でサンプリングされた成
人における性的リスク行動と収監歴の関係を調査した。
その結果、報告された違法薬物使用が種族的出身また
は所得水準と無関係であることが判明した。
　 収 監 は 注 射 薬 物 使 用 者 に特 別 なリスクを 及 ぼ
す。Choopanyaら45は、HIVワクチン治験に備えてタイの
バンコクに住むHIV非感染の男性注射薬物使用者1209
人を追跡した。また、その後逮捕および拘禁された参加
者の追跡も行った。参加者のHIV感染率は100人当たり
年間5.8人（95％信頼区間4.8～6.8）と高かったが、収
監された場合にはHIV感染率が大きく上昇し、100人当
たり年間35人となった。タイの刑務所ではOSTを提供し
ておらず、違法薬物は広く出回っていたが注射器の入手
は難しかった。こういった刑務所内の状況は世界中であ
まりにも一般的である。収監が注射薬物使用者における
HIV感染リスクの単独の要因であることは、多くの報告
書からも明らかである7,46。
　治療名目による収監は中国、タイ、ベトナム、ラオス、カ
ンボジアにおいて、恣意的拘禁、無給労働、ARTへのアク
セス制限に対する幅広い懸念を招いてきた47。ベトナム
と中国では薬物使用者を行政違反で無期限に拘禁する
ことが可能であり、強制労働によるこの集団からの搾取
が報告され始めている47。
　薬物使用率に対する収監の効果はほとんど認められ
ないが、健康、人権、結核、およびHIVに対しては深刻な
悪影響を及ぼしている。薬物依存症患者は収監ではなく
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治療を受けるべきであり、収監または拘禁されている人
々には医療サービスへのアクセスを可能にする必要が
ある（パネル3）。

求められる行動
リスク環境の変革
　本シリーズの最初に掲載されている論文におい
て、Strathdeeら5は3つの大きく異なる環境、すなわちオ
デッサ（ウクライナ）、カラチ（パキスタン）、ナイロビ（ケ
ニア）の各都市における薬物使用者のリスク環境を調査
した。その結果によれば、薬物使用者のHIV感染リスク
を理解するには個人を超えて、個々のリスク行為とHIV
感染への脆弱性を生み出す構造因子と環境因子を考
慮する必要がある。リスク環境のこの幅広い枠組みに
は、HIVのリスクまたは予防の環境を生むミクロおよび
マクロレベルの物理的、社会的、経済的、政治的因子が
含まれる48。Strathdeeらは、HIVの注射薬物使用者間お
よび注射薬物使用者から非注射薬物使用者への性感染
は場合によって大きく異なる可能性があると報告してい
る。無防備な性交渉によるHIV感染リスクはオデッサの
注射薬物使用者では15～45％であったが、カラチとナ
イロビでは10％未満であった。2010年から2015年にか
けてOST、NSP、ARTの満たされていないニーズを60％
減少させれば、オデッサ、カラチ、ナイロビにおけるHIV
感染率はそれぞれ41％、43％、30％低下すると考えら
れる。各地におけるHIV流行は、さまざまなタイプとレベ
ルの構造改革に敏感に反応した。ナイロビでは、OSTを
禁止した法律を撤廃すると同時にサービスの適用範囲
を80％まで拡大することで、HIV感染を14％抑えること
ができると考えられる。一方カラチでは、非注射薬から注
射薬への予測される移行を8～12％減少させることによ
り、HIV感染率を65～98％抑えることができると考えら
れる。流行が急速に拡大している地域（例えばナイロビ）
では、NSPとOSTは適用範囲を超えて効果を発揮するよ
うである5。
　注射薬物使用者におけるHIVの世界的および地域的
流行の極端な不均質性によって、さまざまなレベルの影
響力を持つ地域リスクの包括的な分析に基づき、人口
集団レベルのHIV感染の決定因子に対応した独自の複
合的介入を実施する必要が生じる。Strathdeeら5の研
究は、HIVに対する構造的介入を複合的アプローチの
主要な要素とすべき理由を示している。また、科学的エ
ビデンスに支えられ、人権に基づいたアプローチを通し
て、OSTおよびHIVの予防と治療への薬物使用者のアク
セスを確保する複合的介入を提供することが、地域的な
HIV流行の軌道に実質的かつ測定可能な効果を及ぼし
得ることも示している。

臨床ケアと重複感染
　Alticeら6は、HIVに感染している薬物使用者の治療と
ケアにおける課題を検討した。あまりにも多くの環境に
おいて、薬物使用者と他のHIV陽性者では罹患率と死亡
率の結果に格差が存在し続けている。Alticeらは、ウイル
ス性肝炎、結核、細菌感染、薬物依存症以外の精神疾患

など、この人口集団が罹患しているさまざまな内科的・
精神的併存疾患に対する分野横断的な統合アプローチ
を提案している。オピオイド依存症患者に対する適切な
ケアの基本は、Alticeらのいわゆる投薬支援療法におけ
るOSTの使用、つまりOSTのARTとの併用である6。投薬
支援療法はARTの遵守を高め、併存疾患の治療効果を向
上させ、ケアの継続を支援し、HIV感染関連行動を減少さ
せることが分かっており、二次予防に有効である49-53。ART
とOSTの併用は、HIV-1ウイルス量の減少につながって
いる53。
　HIV/HCVの重複感染は依然として治療上の深刻な課
題である。新しく安価な抗C型肝炎ウイルス薬は研究の
緊急優先事項であり、既存のHCV治療の価格を下げる
継続的な取り組みとともに、サービス提供者と重複感染
者が強く待ち望むところである6。
　薬物使用者に関連したいくつかの併存疾患には、臨
床を超えた解決策が必要となる。あらゆるHIV陽性者は
結核のリスクにさらされている。しかし薬物使用者のリス
クは特に高く、それは彼らが刑務所、薬物依存症治療施
設、収容施設などの環境に置かれる可能性が高いため
である。過密で換気が悪く、栄養が不十分で、医療と抗レ
トロウイルス薬へのアクセスが制限されたこのような環
境では、結核への罹患と感染、および結核関連の罹患率
と死亡率が大きく増加する可能性がある。ロシア、中国、
インドではいずれも薬物使用者と関連したMDR結核の
大流行が報告されており、これらの患者に対する質の高
い結核治療の拡大、収監率の低減、公衆衛生の重視へと
つながっている。

治療とケアへのアクセス
　Wolfeら3は、基本サービスに対する薬物使用者のア
クセスとその障壁を評価した。彼らもStrathdeeら5と同
様、ARTの遵守に対する個人的な障壁ではなく体系的・
構造的な障壁を重視するよう訴えており、治療失敗のリ
スクは提供者の対応、薬物使用者の登録、結核および
HIV治療とOSTの統合の禁止、薬物使用者の恣意的拘
禁、その他の構造的現実と関連付けて評価すべきと指
摘している。Wolfeらが取り上げているいくつかの障壁
は、法的支援、薬物使用者の非犯罪者化、拘禁と収容の
代替策を含め、人権保護と刑事司法部門の改革が健康
に及ぼす効果を重視すべきとの彼らの主張を裏付けて
いる。こうした方法が有効な抗レトロウイルス薬療法や
代替療法と同様、HIV治療にとって決定的に重要なもの
となり得るからである。彼らはセックスワーカーや男性同
性愛者など、現在犯罪者として扱われているその他の人
口集団の非犯罪者化も呼びかけている3。

薬物使用者に対する複合予防
Degenhardtらは、薬物使用者のHIV感染を予防するた
めの複合アプローチの効果を評価した。彼らはオピオイ
ド注射と性的リスクに伴うHIV暴露に焦点を置き、複合
介入パッケージの世界的な適用範囲に関するデータを
検討した上で、今後5年間および20年間の予防拡大のシ
ナリオをモデル化した。現在の適用範囲に関するデータ
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パネル4：求められる行動

政府
・	 ハームリダクション、NSP、OST、ARTへの薬物使用者のアクセスに対する法律上、
規制上、構造上の障壁を緩和

・	 あらゆる形態の刑務所および収容施設において、包括的かつ科学的エビデンス
に基づく予防、治療、ケアサービスへの薬物使用者のアクセスを保証

・	 薬物使用者強制収容施設を閉鎖し、科学的エビデンスと人権に基づく薬物依存
治療サービスと置換

・	 薬物使用の非犯罪化に向けて法律および政策を改革
・	 薬物依存治療へのアクセスとサービスを拡大することで、科学的エビデンスに
基づく薬物依存治療サービスへの普遍的アクセスを提供

・	 ハームリダクション・プログラムの推進によって健康権を実現し、医療環境にお
ける差別から薬物使用者を効果的に保護

・	 ハームリダクションに関する研修を警察官（および判事と検事）に提供し、薬物
取締戦略にハームリダクションを導入することで、薬物使用者に対する嫌がら
せ、恣意的拘禁、虐待、拷問を阻止

各国保健省
・	 ART、OST、NSPの併用適用率を大きく高め、効果的なプログラムを長期間継続
・	 医療環境における蔑視、他の併存疾患の治療と連携のとれていない治療、薬物
を現在使用している人々に対して陰に陽に治療の提供を制限すること、隠れた
手数料や付帯的な手数料、治療開始に際してのさまざまな要件を含めて、薬物
使用者の医療ケアへのアクセスを妨げる障壁を緩和

・	 重複感染患者におけるHIV、結核、C型肝炎ウイルスに対する治療とケアを統合
・	 薬物関連の流行に関する戦略的情報についての国別の研究とサーベイランス
を実施

・	 薬物使用者への治療とケアに関する地域に根差した仲間が支援するモデルを
支援

・	 注射薬物使用者間および注射薬物使用者から注射薬物を使用していない性的
パートナーと薬物を使用していない性的パートナーへの性感染を減少させる予
防プログラムを実施

ドナー
・	 薬物使用者へのHIV対策に関する現在の資金不足に対応：UNAIDSの勧告によ
れば、現在1％となっている薬物使用者への予防対策に関する支出額を20倍、世
界全体の資金の20％まで引き上げる必要がある。

・	 WHO、国連薬物犯罪事務所、およびUNAIDSが支持する注射薬物使用者への
HIV予防、治療、ケアに対する科学的エビデンスに基づく包括的なアプローチ（
パネル2）への支援を強化

・	 強制収容施設で生命を救うための介入を提供するための倫理指針を採用する
とともに、こうした施設の閉鎖を要請

(次ページへ続く)

は、今日までの公衆衛生の取り組みが極めて不十分であ
ったことを示している。すなわちDegenhardtらの推定で
は、安全な注射プログラムによって提供される消毒済み
の注射器の利用は全体のわずかに5％、最も重要な基本
サービス・パッケージであるNSP、OST、抗レトロウイルス
薬の利用者はこれらを必要とする人々の10％、ARTの利
用者はHIV陽性の注射薬物使用者100人当たりわずか
に4人となっている。彼らは仮想モデルにおいて、ハーム
リダクションの適用範囲のみが拡大されても、HIV新規
感染率は長期的に見て最大でも約20％低下するに過ぎ
ないと推定している。しかし、Strathdeeら5が各地域の流
行に関して報告した結果では、抗レトロウイルス薬を含
む複合アプローチによってHIV感染率の大幅な低減を
実現することができるとされている4。繰り返されるメッセ
ージは、HIV感染を予防するための複合的介入と抗レト
ロウイルス薬療法への薬物使用者のアクセス拡大を迅
速に推進すべきということである。

覚せい剤の問題
　薬物使用の疫学は変化している。オピオイド、コカイ
ン、大麻を生み出す作物に加えて、エクスタシー、ケタミ
ン、ガンマヒドロキシ酪酸など、アンフェタミン系物質や
クラブドラッグを含む多様な合成麻薬、向精神薬が増
加の一途をたどっている。これらの薬物は、注射よりも
性的暴露によってHIVリスクに大きな影響を及ぼしてき
た。こうした薬物の一部は、性的暴露を伴う複雑な行為
の中で勃起促進剤やアルコールと併用されることがあ
る。Colfaxら7は、このアンフェタミン系混合薬物群に関
する既存の科学的エビデンスを検討し、こうした薬物群
への依存症を治療するための行動介入の効果に関す
るメタ分析を行ったが、その結果は驚くべきものであっ
た。世界中でアンフェタミン系薬物の重要性が高まって
いるにも関わらず、米国、オーストラリア、その他の少数
の先進国を除き、この問題に対する取り組みはほとんど
行われていない。研究の結果、アンフェタミン使用への
行動介入が性的リスク行動に及ぼす効果はわずかであ
り、HIV新規感染率への効果は認められないことが分か
った。覚せい剤使用と性的リスク負担の関係を断ち切る
ためには、この状況を速やかに改善する必要がある。
　アンフェタミン系薬物への依存に対する薬理学的アプ
ローチが存在しないことは、コカインの代替療法が存在
しないことと同様に研究課題として残されており、HIVに
感染している覚せい剤使用者への投薬支援ARTの障害
となっている。必要とされているのは、メサドンに相当す
る覚せい剤依存症の治療法と、間欠的な使用者を含め
て薬物使用者のHIV感染の性的リスクを低下させる革
新的な行動療法アプローチである。しかし、覚せい剤使
用者に関しては明らかに、HIV感染リスクを持つ人々ま
たは陽性者に対するHIVの予防と治療とともに、科学的
エビデンスに基づき、かつ文化的に有効な薬物依存症
の治療とケアが不可欠である。

人権
　薬物使用者に対するHIV/AIDSプログラムと政策に
おいては、科学的エビデンスに基づくアプローチと人



www.thelancet.com  オンライン発行 2010年6月20日  DOI: 10.1016/S0140-6736(10)60928-2 9

シリーズ

(前ページから続く) 

医療サービス提供者
・	 医療環境における薬物依存症患者への蔑視と差別を減らすために行動
・	 投薬支援療法（オピオイド依存症患者へのOSTによってARTを支援）をケアの標
準に

・	 結核に罹患している薬物使用者を発見するための取り組みを強化
・	 薬物を使用している結核患者に対し、遵守を高め罹患率と死亡率を低下させる
ための遵守支援、直接観察治療、統合医療を提供

・	 医療制度および刑事司法制度における薬物依存症患者の擁護者に
・	 科学的エビデンスに基づかない、または人権を侵害するプログラムや政策への
参加を避止

研究者
・	 薬物使用者のHIV感染を予防するための複合アプローチを最適化し、HIV感染、
薬物依存、併存疾患の治療に対するより適切な戦略とアプローチを研究

・	 薬物使用者のHIV感染を減少させる効果についての科学的エビデンスに基づ
き、介入の費用対効果に関する研究を実施

・	 覚せい剤およびアンフェタミン系薬物への依存の予防と治療に関する分野横断
的な研究課題に着手

・	 オピオイド依存に対するメサドンやブプレノルフィンに相当するアンフェタミン
とコカインの代替薬を開発

・	 薬物使用者の暴露前予防薬に関する研究課題を拡大
・	 HIVワクチンを含む新たな予防技術研究の対象に、非経口暴露を通してリスクに
さらされている人々が十分に含まれるよう保証

・	 薬物使用者の専門知識を認め、あらゆる研究に対する彼らの参加を促進

薬物使用者
・	 薬物政策とHIVのあらゆる側面において、薬物使用者の人権と尊厳が促進、保
護、実現されるよう要求

・	 薬物使用者へのHIV対策のあらゆる側面に組織的に参加
・	 NSP、OST、ARTを含む複合サービスの拡大を推進
・	 拘禁その他の強制的な薬物依存治療形態に対する地域に根差した仲間が主導
する代替策の策定に参加

NSP（needle and syringe programmes）=注射器プログラム。OST（opioid substitution therapy）=オピオイド
代替療法。ART（antiretroviral treatment）=抗レトロウイルス薬療法。IDU（injecting drug user）=注射薬物使
用者。

権に基づくアプローチの間に強い相関関係が認められ
る。Jürgensら8が説明しているように、薬物使用者の権利
を侵害するアプローチはそれ自体が容認されず、さらに
健康状態の悪化をもたらすことはデータからも明らかで
ある。Strathdeeら5の結果によれば、ウクライナのオデッ
サでは警察の蛮行を減らすことでHIV新規感染率を19
％低下させることができると推計された。このことは、人
権が単なる道徳的または倫理的な規範を超えて、HIVリ
スクの社会的決定因子であることを示している。Wolfe
ら3は、薬物使用者の健康と相関するもう一つの重要な
権利、蔑視と差別のケアと治療へのアクセスに対する影
響を明確化している。彼らの報告によれば、2008年に薬
物使用者のHIV感染に伴う負担が最も大きかった5カ国
では、注射薬物使用者はHIV陽性者の67％を占めてい
たにも関わらず、抗レトロウイルス薬の投与を受けてい
る人々の中では25％に過ぎなかった。我々が主張して
いる構造改革は、HIV感染ルートの推測によって抗レト
ロウイルス薬の投与を受ける機会を制度的に制限する
という障壁に対処しようとするものである。

変化の実現に向けて
薬物使用者の生命の救済、HIV感染の予防、薬物使用に
伴う社会的損失の軽減、人権の擁護、費用の節減を実現
するために、大胆ではあるが達成可能な指針が存在する

（パネル4）。これらの指針の実行者とその方法は以下
の通りである。

政府
リスクを高めるあるいは減らす環境のいずれかにつな

がる構造因子に対処する上で、政府は重要な役割を担
っている。リスクの低減とハームリダクションに向けた効
果的な複合対策に関しては、依然として政策的および法
的な障壁が存在する。数ある悪い例の一つは、メサドン、
ブプレノルフィン、またはその他の代替療法を妨げるロ
シアの継続的な政策である。Wolfeら3が示したように、多
くの国々ではARTへのアクセスにおいて薬物依存歴のあ
る患者の差別を撤廃する必要がある。ポルトガル（パネ
ル1）その他の多くの管轄区域で行われたような薬物の
個人所持の非犯罪化は、刑罰に基づく高コストで効果の
ない政策から脱する方法として検討されるべきである。
禁止の取り組みと薬物の取り締まりは今後もあらゆる国
々の薬物プログラムの重要な要素であり続け、またそう
あるべきであるが、公衆衛生の取り組みとのバランスを
図る必要がある。法執行、公衆衛生、治療の各部門は互
いの協力を更に高めることで、薬物使用者が科学的エビ
デンスに基づく治療に最大限にアクセスし、また治安維
持の資源が依存症患者の管理ではなく犯罪の取り締ま
りに使われることができよう。Woodら56の解説に記載さ
れているように、2010年のウィーン宣言では拘禁によっ
て薬物依存症に対処することの見直しを呼びかけてお
り、我々はこれを強く支持する。

我々はあらゆる政府に対し、科学的エビデンスに基づ
く薬物依存症治療への普遍的アクセスの実現という目
標を、生命を救い、薬物の需要を減少させ、人権を尊重

するための義務として追求することを要請する。このア
プローチが適用されている環境に見られるように、それ
は薬物の供給とこれに伴う犯罪収入の減少につながる
はずである。この目標の達成度は今後の数年間に測定
可能であり、国連加盟国が薬物政策の効果と保健関連
項目を含むミレニアム開発目標（MDG）を再検討する
2015年に評価できる27。

本シリーズの寄稿者は、抗レトロウイルス薬へのアク
セス、抗レトロウイルス薬・OST・NSPの適用範囲、行政
拘禁下の薬物使用者数に関する指標を含む評価マトリ



シリーズ

www.thelancet.com  オンライン発行 2010年6月20日  DOI: 10.1016/S0140-6736(10)60928-2 10

ックス（表）の活用を提案する。これらの指標は、薬物使
用者のHIV感染への今後2年間の世界的対応を評価す
るために役立てられる。我々は、この評価と使用される
指標の改善にあらゆる関係者が参加することを要請す
る。報告を義務付けられているその他の既存の指標に
は、2001年の国連エイズ特別総会への対応に関する指
標が含まれており、2010年には記録的な数の加盟国か
ら報告が寄せられる予定である（3月末の時点で169カ
国；スイス、ジュネーブのUNAIDS、Hankins Cの個人的な
情報提供による）。WHO、UNODC、およびUNAIDSの技
術的ガイドは、各国がHIVの予防、治療、ケアへの注射薬
物使用者の普遍的アクセスに関する目標を設定するの
に役立てられよう63。

ドナー
　薬物使用者のHIV感染への実際の施策は、現在の推
定適用範囲が示すように依然として不十分である。こう
した著しいニーズを満たすためには、科学的エビデンス
に基づく効果的なHIV予防対策へのドナーの資金提供
を大きく増加させる必要がある。我々が呼びかけている
NSP、OST、抗レトロウイルス薬へのアクセスと適用範囲
の大規模な拡大には、ドナーと政府双方の支援が必要と
される。しかし科学的エビデンスによれば、HIVの予防と
流行抑制に大きな成果を達成するとともに、薬物使用が
人間と社会にもたらすその他の損失を同様に大きく軽
減することができるはずである。またドナーは、現在の支
援が最善の場合でも効果がなく、最悪の場合には積極
的に害を及ぼす取り組みにどこまで向けられているかを
精査する必要がある。ヒューマン・ライツ・ウォッチでは

最近、中国のすべての強制薬物使用者収容施設を直ち
に閉鎖するよう要請した。これらの施設には薬物依存治
療方法としての効果が認められず、中国および国際人権
法への違反を伴うとの理由からである47。我々も、正当な
法的手続を無視した強制拘禁が薬物依存治療へのアプ
ローチとして容認できないことに同意し、政府による効
果的、安価、人道的な代替策の速やかな策定に対するド
ナーの支援を要請する。拘禁されている薬物使用者が
効果的な薬物依存治療、HIV感染への予防介入、HIV感
染と結核の診断・治療・ケアを必要としていることについ
ては、幅広いコンセンサスが存在する。ドナーは薬物依
存症患者の拘禁に対する代替策を支援することにより、
ケアの必要を満たすべく手を貸す一方で根本的な問題
にも対処するための適切なバランスを見極める必要が
ある。ドナーはまた、正当な手続、控訴権、治療評価、法
的代理人を伴わない拘禁などの虐待を減らすために行
動を起こすべきである。裁判の有無を問わず、薬物依存
が唯一の罪状である人々を拘禁することは、科学的エビ
デンスに基づくアプローチでも権利を擁護するアプロー
チでもなく、ドナーはこのような施策に資金を提供すべ
きではない。

サービス提供者
　薬物使用歴を持つHIV陽性患者の治療とケアに関し
ては、保健サービス提供者がウイルス性肝炎、結核、細
菌感染、精神疾患など、これらの患者が罹患している可
能性のあるさまざまな内科的・精神的併存疾患を理解し
対応する必要がある。投薬支援療法の教育は、保健サー
ビス提供者の能力強化の重要な要素である。この療法

推定注射薬物使用
者数*

HIVに感染している推定
IDU数*†

HIV陽性と推定される
IDU100人当たりのART
を受けているHIV陽性
IDU数‡

注射薬物を使用している全
HIV感染者の推定比率/ARTを
受けている全IDUの比率（比
率）¶

IDU100のう
ちOSTを受
けている人
数‡||

NSPから1年間に
IDU1人当たりに
提供される注射
器‡

拘禁されている薬物使用者
数

中国 2350000 289000 (143000-557000)   3 38.5/10.7 (28) 3    32 (1-84) 330000
マレーシア   205000   21000 (18000-25000)   9 70/25 (36) 2** 9 (7-13) 50305
ロシア 1825000 678000 (4000-1751000)   1 83/20-30 (24-36) 0    4 (3-5) 62200-366700††
ウクライナ   325000-425000‡‡  94000‡(2000-244000)   9 60.5/24 (40) 2    32 (23-43) 57800§§
ベトナム   135000  49000 (3000-89000)   4 44/6.3 (14) 1    189 (107-323) 約100000¶¶
米国 1857000 308000 (113-580000) NA NA 13    22 (15-31) 州受刑者の19.5％(2005年)

および連邦判決を受けた受
刑者の53％(2007年)||||

IDU=注射薬物使用者。ART=抗レトロウイルス療法。NSP=注射器プログラム。NA=該当なし。*これらの推定値はMathersらに従った。その論文には元の推定値の詳細が示されている。†HIV陽性のIDU
数が指標に過ぎないことに注意する。これは、その国の注射薬物使用者の中央推定値に対するその国のHIV感染IDU数の中央値を指している。これら双方の推定値については不確実性が伴うため、詳細
は参考文献10を参照してほしい。‡これらの推定値はMathersらによって報告された。その論文には元の推定値の詳細が示されている。§これらの推定値はWolfeらによって報告された。その論文には
元の推定値とその特性の詳細が示されている。¶比率が1.0であれば、注射薬物使用歴を持つ人々がその他のHIV感染リスクにさらされている人々と基本的に等しくARTにアクセスできたということであ
る。WHOの西欧地域では28の加盟国の合算比率が89となっている。||メタドンまたはブプレノルフィン、あるいはその双方の適用範囲。**マレーシアでは、2009年に推定10000人が民間提供者を通し
てOSTを受けているが、これらの人々はこの公共部門の推定値には含まれていない。††ロシアの推定値はStucklerら（100000人当たり670人）およびDolanら（100000人当たり532人）による100000人
当たりの平均受刑率に基づいており、薬物使用歴を持つ受刑者の推定比率は被拘禁者の推定範囲を8.43％としたDolanらに従った。‡‡ウクライナの範囲推定は2006年以降のものであり、エイズ・ア
ライアンスに従った。§§ウクライナの推定値は、Dolanらおよび米国国務省のウクライナ国概要の受刑率に基づいている。¶¶ベトナムの推定値はWHOの2009年報告書に従った。米国の2007年の受刑者
数は合計2293000人で、薬物犯罪による受刑率は州と連邦のいずれの判決を受けたかによって異なっている。

表：選定された6カ国の注射薬物使用者へのHIV対策に関する指標：評価マトリックス、2008年～2010年
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では、適量投与によって抗レトロウイルス薬その他の投
薬療法の遵守を高め、HIVリスク行動を抑制し、HIV-1ウ
イルス量を減少させることができる6。しかし、保健サー
ビス提供者と各専門機関には患者の治療以上の努力が
必要である。彼らは薬物依存症患者の科学的エビデン
スに基づく治療管理を主張し、こうした患者のケアに対
する刑罰、強制、拘禁中心のアプローチを退ける必要が
ある。抗レトロウイルス薬へのアクセスは、Wolfeら3が用
いた比較によって簡単に測定できる。HIV陽性者におけ
る薬物使用者の比率と、抗レトロウイルス薬療法を受け
ている人々の中で薬物使用歴がある者の比率を比較す
るのである。双方の比率は同等であるべきであり、治療
集団における薬物使用者の比率が少なければ、保健サ
ービス提供者は健康と人権の問題としてアクセスの拡大
を推進すべきである。医療部門だけでなく刑事司法部門
においても、薬物使用者に対する保健サービス提供者
の政策提言力を強化する必要がある。保健サービス提
供者は科学的エビデンスに基づかない、または人権を
侵害するプログラムや政策にこれ以上加担してはならな
い。 

研究者
　薬物使用者におけるHIVについての研究課題は幅広
く、対応の必要性は切実である。ハームリダクションの取
り組みの効果は一連の充実した研究によって立証され
ており、いくつかの研究成果はエイズ対策以外の分野の
基準となっている。しかし薬物使用に関する限り、世界の
エイズ対策には依然として放置された要素が存在する。
薬物使用者のHIV感染を予防するための複合アプロー
チを改善し、またHIV感染、薬物依存、併存疾患の治療を
進歩させるための研究が緊急に必要とされている。覚せ
い剤およびアンフェタミン系薬物の使用についても、予
防と治療に関する分野横断的な研究課題に取り組むべ
きである。また、暴露前予防薬治験のデータが利用可能
となれば64、薬物使用者への暴露前予防薬の提供につ
いても研究する必要が出てくるかもしれない。HIVワクチ
ンを含む新たな予防技術研究の対象には一貫して、非
経口暴露を通してリスクにさらされている人々を十分に
含めなければならない。そうでなければ研究の焦点は、
これらのリスクが優位を占める大規模な集団に対しては
効果の不確かなワクチンに向かうことになる65。

薬物使用者
　薬物使用者は、治療とケアの枠外にいる人々を含め
て、仲間に手を差し伸べる上で最も豊かな知識とスキル
を持っている場合が多い66。彼らは仲間にケアと支援を
提供し、その権利と尊厳を効果的に訴えてきた67。薬物
使用者のネットワークは、HIV流行に対応する取り組み
の中で権限を与えられ、関与し、パートナーとしてみなさ
れるべきである。当事者をその生命に関わる対策に有
意義に参加させることは、人権および道徳上の責務であ
る。多くの環境において、薬物使用者は自身が実際にサ
ービスを提供している唯一の存在であり、しかもしばし
ば自身を真のリスクにさらしながら提供しているのであ

る。国際薬物使用者ネットワーク（INPUD）の発足は、彼
らのコミュニティの組織化と動員がどこまで進んでいる
かを示す好例である。このネットワークは最近、UNAIDS
プログラム調整委員会の非政府組織（NGO）代表に加わ
った68。INPUDは、麻薬戦争の終結を次のように呼びか
けている。「HIVとC型肝炎の拡大、何十万人もの人々の
収監はすべて、独断による完全に誤った政策が招いた
必然的な結果である。国際薬物使用者ネットワーク（IN-
PUD）は、我々に対するこの戦争の終結と、平和と開かれ
た知的議論に基づく新たな時代の構築を要請する68。」

結論
薬物使用者におけるHIVに関して本シリーズが掲げる目
標を実現するためには、単なる公衆衛生上のアプローチ
を超えて取り組む必要がある。薬物規制部門と法執行機
関が新たなアプローチに参加しなければ、ハームリダク
ションのプログラムは行き詰まり、オピオイド代替クリニ
ックの利用は限定され、ARTと予防介入を受ける薬物使
用者は少数に留まることになるだろう。しかし、薬物規制
部門と法執行機関は世界的なHIV管理の一分野であり、
この分野に関しては包括的な行動に資する目覚ましい
成功の実績と確固たる科学的エビデンスの基盤が存在
する。我々が科学的エビデンスに支えられ、人権を擁護
する有効な政策を実施し、成果の上がらない刑罰的で
虐待的な政策を退けることができれば、薬物使用者にお
けるHIV流行を抑制し、治療の必要な人々を効果的に治
療し、社会的損失を軽減することが可能となる。
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